
各施設名 施設概要 ４施設が併設するメリット及びデメリット

中央
児童相談所

・子どもの福祉に関する専門的な相
　談への対応や市町村支援を行うと
　ともに、必要に応じて、子どもの
　一時保護を行う
・管内人口：約65万人
・職員数：76人（R4.4時点）
・虐待相談対応件数：904件（H30）
・開設に伴い、一時保護所定員を増
　員（12人→16名）

【メリット】
・児童心理治療施設の入所児童やこころの発達
　総合支援センターで治療を受ける児童につい
　て、各施設との情報共有の機会を密に持つこ
　とが可能
・医師等のコンサルテーションが必要と感じる
　ケースについては、児相嘱託医への相談だけ
　でなく、こころの発達総合支援センターにも
　相談可能

【デメリット】
併設施設との調整業務が増加しているため、職
員の負担が大きくなっている

子ども心理療法
センター

（児童心理
治療施設）

・虐待を受て心に傷を負ったり、ひ
　きこもり、不登校などの心理的な
　要因で家庭や学校に適応できない
　子どもを対象に、短期間（利用期
　間は概ね数カ月～２年程度）、心
　理治療や生活指導など、社会に適
　応するために必要な支援（治療的
　生活支援）を行う
・県内初の開設（R2.4～）
・入所定員：30名、通所定員：15名
・施設長は、児童精神科医(常勤)
・入所及び通所対象は小中学生のみ

【メリット】
・児童相談所と連携し、児童の入所前の早期支
　援から、退所後の自立支援に至る一貫した支
　援が可能
・特別支援学校の教員と密接に情報共有するこ
　とで、児童の24時間の状況を把握可能
・児童相談所のケース検討会議やこころの発達
　総合支援センターが医師等を招いて行う研修
　に教員が参加し、専門性を高めることが可能
・心理ケアが必要な児童に対し、児童精神科医
　による高度な医療を必要時に迅速に提供可能

【デメリット】
特になし

こころの発達総合
支援センター

・子どもの心の問題や発達障害につ
  いて、日常生活等に関する相談や
  専門医等による診療（診断・治
  療・検査・ショートケアなど）を
  行う
・発達障害者支援法に基づく設置。
  山梨県では、児童相談所子どもメ
  ンタルクリニックと発達障害者支
  援センターを統合（H23.４～）
・診療を担当する医師は11人（精神
　科、小児神経内科等）
・Ｒ２年度の相談件数は約4,500件

【メリット】
・家庭背景が複雑な事案等について、併設する
　児童相談所や児童心理治療施設と密接に相
　談・連携を行うことで、事案のさらなる複雑
　化を防止するとともに、早期治療の開始につ
　なげることが可能
・児童心理治療施設への入所・通所児童の診療
　経過を児童心理治療施設と共有・連携を行う
　ことで、児童の日々の様子を把握し、より適
　切な診療につなげることが可能

【デメリット】
特になし

特別支援学校

・児童心理治療施設に本校を併設
 （全国初）し、学校教育と併せて、
　障害による学習上・生活上の困難
　を改善、克服する指導を行う
・通学児童は併設する児童心理治療
  施設の入所または通所児童のみ
・学習内容は通常級と同様。その
　他、個々の障害と向き合うための
  自立活動の科目や児童心理治療施
  設での個別セラピーの時間もある
・全教員は特別支援学校教諭免許を
  有し、知的・肢体不自由児への専
  門性も高い

【メリット】
・児童心理治療施設の職員と密接に情報共有す
  ることで、児童の24時間の状況を把握可能。
  また、児童心理治療施設での心理治療と学校
  での生活指導の相乗効果を図ることで、家庭
  や児童養護施設への早期復帰や自立につなげ
  ることが可能
・児童相談所のケース検討会議やこころの発達
　総合支援センターが医師等を招いて行う研修
　に教員が参加し、専門性を高めることが可能

【デメリット】
特になし

山梨県子どものこころサポートプラザ視察の概要

所在地　：山梨県甲府市住吉２丁目１番17号
開所年月：令和２年４月
施設構成：中央児童相談所、こころの発達総合支援センター、子ども心理治療センター、
　　　　　特別支援学校
施設目的：子どものこころサポートプラザを中心に、医療・福祉・教育・行政等各分野の
　　　　　関係機関との全体的な支援ネットワークを構築
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